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令和５年度税制改正大綱（贈与税と相続税）について

（２） 

暦年課税制度について  
贈与税の暦年課税制度は、一暦年間で受贈者が贈与を受けた総額

が１１０万円までであれば贈与税は元々課税されず、それを超える

部分の金額に対して、超過累進税率による税率を乗じて贈与税額を

計算していく考え方です。そして、相続または遺贈により財産を取

得した者が、その相続の開始前３年以内に被相続人から贈与を受け

ていた部分については、いわゆる「生前贈与加算」として、相続税

の計算上、持ち戻しの対象となっていました。  
この暦年課税制度については、「暦年課税における相続前贈与の

加算」というタイトルで、税制改正大綱では、下記のとおり紹介さ

れています。  
 「現行、相続開始前３年以内に受けた贈与は、相続財産に加算す

ることとなっている。暦年課税においても、資産移転の時期に対す

る中立性を高めていく観点から、相続財産に加算する期間を７年に

延長する。その際、過去に受けた贈与の記録・管理に係る事務負担

を軽減する観点から、延長した期間（４年間）に受けた贈与のうち

一定額については、相続財産に加算しないこととする。」  
 この部分については、具体的内容として下記のとおり記載されて

います。  
 「相続または遺贈により財産を取得した者が、当該相続の開始前

７年以内（現行：３年以内）に当該相続に係る被相続人から贈与に

より財産を取得したことがある場合には、当該贈与により取得した

財産の価額（当該財産のうち当該相続の開始前３年以内に贈与によ

り取得した財産以外の財産については、当該財産の価額の合計額か

ら１００万円を控除した残額）を相続税の課税価格に加算すること

とする。（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により

取得する財産に係る相続税について適用する。」  
（※令和５年度税制改正大綱４２頁参照）  

 これまで、現行の贈与税や相続税の課税について、下記のような

問題点が指摘されていました。  
 「わが国の贈与税は、相続税の累進回避を防止する観点から、高

い税率が設定されており、生前贈与に対し抑制的に働いている面が

ある。一方で、現在の税率構造では、富裕層による財産の分割贈与

を通じた負担回避を防止するには限界がある。  
 諸外国では、一定期間の贈与や相続を累積して課税すること等に

より、資産の移転のタイミング等にかかわらず、税負担が一定とな

り、同時に意図的な税負担の回避も防止されるような工夫が講じら

れている。今後、こうした諸外国の制度を参考にしつつ、相続税と

贈与税をより一体的に捉えて課税する観点から、現行の相続時精算

課税制度と暦年課税制度のあり方を見直すなど、格差の固定化の防

止等に留意しつつ、資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築に

向けて、本格的な検討を進める。」  
（※令和３年度税制改正大綱１８頁参照）  
 このような富裕層による財産の分割贈与を通じた負担回避を図る

ため、今般、「生前贈与加算」の対象期間が３年から７年に大幅に

伸びたものと考えられます。  
 一方で、今回の改正により３年より前の伸びた期間の生前贈与加

算については、その合計額から１００万円を控除した金額が対象と

なる旨が記載されています。これを図示すると、次の図のとおりと

なります。  

 
以上のように暦年課税制度も大きく改正される予定のため、今後

詳細な内容を早めに確認して、相続対策を有効に行って頂ければ幸

甚です。                 （ JDL SONIC より）  
◎詳しくお知りになりたい方は担当者にお尋ねください。  


